
日本共産党市議団を代表して
2022年度市予算案に対して討論

　２月議会で五十嵐完二議員は、日本共産党市
議団を代表して、新潟市の2022年度一般会計
予算案に対する反対討論を行いました。その一
部を紹介します。
　オミクロン株による感染が大きく広がるもと
で、ＰＣＲ検査能力の拡大は不十分であり、国
の急性期病床の大幅削減方針に反対せず、コロ
ナ禍で大きな影響を受けている中小業者や商店
に対する家賃支援などの独自の支援もありませ

ん。また、生活困窮者等への支援も国が実施した
もの以外はなく、新型コロナで困窮する市民への
市独自の手立ては皆無に等しいといえます。
　災害といえる状況のもとで、関係団体や市民の
声を聞き、必要なら基金による対応も含めてなぜ
独自の手を打たないのか。医療機関や介護施設等
とその職員など、コロナ禍で苦しむ市民、中小事
業者おきざりの予算案であり賛成できないもので
す。

　市議団は、「にいがた２キロ」（新潟
駅―万代―古町を都心軸として再開
発）について、いつ現れるかわからな
い経済効果と税収を待つのではなく、
いまコロナ禍で困窮している市民の生
活に心を砕き、すぐに福祉・教育に予
算を向けるべきだと指摘しました。ま
た、「どうして中心部だけなのか、合
併地域はおきざりだ」という声も紹介
し、８区それぞれのアイデンティティ
を生かした
まちづくり
を進めるべ
きと質しま
した。

　市議団は、地域医療構想
の計画段階では感染拡大に
よる医療危機は想定されて
なく、コロナ禍のもとでの
公立・公的病院の病床削減
は中止するよう国・県に求

めること、また、この構想の具体化を協議する地域医
療構想調整会議は医師会・病院関係者だけで進められ
ており、地域住民の声を反映する仕組みと丁寧な住民
説明会の開催が必要だと市長に迫りました。
　中原市長は、地域医療構想について「議論を進める
ことは重要」と答えるにとどまり、保健衛生部長は、
地域医療構想調整会議について「地域の実情を十分に
考慮して議論を進めるよう働きかけていく」と答えま
した。

　新潟市の公共施設統廃合計画では、現
在、投票所となっている31施設、指定
避難所となっている53施設が廃止対象
となっています。
　市議団は、市民に多大な影響を及ぼす
公共施設の統廃合は、市民に対する丁寧
な説明が大前提で、パブリックコメント
を再度行うこと、コミ協や施設利用者と
の意見交換を何度も行い、住民の意思を
計画に反映させることが必要だと述べま

した。
　市長は「地域の皆様と
丁寧に議論を進めなが
ら、施設の再編を進める」
と答弁しました。
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　倉茂政樹議員が提案理由説明を行いました。その大要は次の通りです。
　岸田首相は、歴代政権で初めて施政方針演説で「敵基地攻撃能力保
有」の検討を表明。安倍元首相は講演で、「敵基地攻撃能力」とは「相
手国を殲滅するような打撃力だ」と発言。岸防衛相は、自衛隊機が他
国領空に入って軍事拠点を爆撃することも自衛の範囲として「排除し
ない」と明言。岸田政権のもとで、戦争放棄をうたい武力行使を禁じ
た日本国憲法に真っ向から反する答弁が平然とおこなわれていること
は極めて重大です。
　さらに、ロシアのウクライナ侵略に乗じ、安倍元首相やその周辺の
自民党国会議員、維新の会などが、９条改定、敵基地攻撃能力の保有、
はては「核共有」まで声高に叫びはじめました。
あらゆる戦争は「自衛」の名目で正当化され、始
まります。かつての日本も今回のロシアも同じで
す。日本がロシアと同じように侵略国になる危険
を生む「敵基地攻撃能力保有の検討」につよく反
対します。

敵基地攻撃能力の保有に
反対する意見書を提案

インボイス制度導入の延期・
中止の意見書を提案

　風間ルミ子議員が提案理由説明を行いました。その大要は次の通り
です。
　来年10月からインボイス制度が導入されようとしています。仕入
れにかかる消費税を差し引くのに必要なのがインボイスという伝票で
す。年間売上が１千万円以下の免税業者は、商店や町工場、フリーラ
ンスなど全国１千万社にのぼります。
　免税業者のままでいると、取引業者はインボイスがなければ仕入れ
にかかる消費税を自分で負担することになるので、免税業者が取引か
ら排除される恐れがあります。取引を継続するために課税業者の道を
選べば、新たな消費税負担を強いられます。
　ただでさえ消費税10％で売り上げが落ちているところへコロナ禍
が襲いかかり、このような状況下でインボ
イス導入どころではありません。日本商工
会議所は凍結、日本税理士連合会は見直し
と延期を求めています。インボイス制度の
導入延期または中止を求めるべきです。
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